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義務教育段階における二重学年制に関する研究
－戦前期日本における二重学年制の導入とその反応－
柏　木　　　敦
はじめに
　本稿はアジア・太平洋戦前期の初等教育制度において実施された、 4 月学年開始学年と
9 月学年開始学年とを併存させる、二重学年制１の導入経緯を検討するものである。
　今日の日本の学校教育制度では、初等教育から高等教育に至るまで 4 月学年開始が常識
化、慣行化している。現在日常化している 4 月学年始まりは、小学校および師範学校に関
しては概ね1890年代に入って一般化し、小学校に関しては1900（明治33）年小学校令施行規
則において「小学校ノ学年ハ四月一日ニ始リ翌年三月三十一日ニ終ル」（第25条）と規定さ
れることにより制度的確定をみることになる。他方大学や旧制高校は、1920（大正 9 ）年ま
で 9 月が学年始まりであったが２、翌21年より 4 月 1 日に学年が始まることとなり、今日
に至っている。
　そのような中、1909（明治42）年 4 月、小学校令施行規則第25条の改正により、小学校に
おいて、 9 月 1 日に開始する学年を置く二重学年制が制度化され、1941（昭和16）年 4 月の
国民学校令施行に至るまで制度的には存続していた。ただしそれは極めて限定的に実施さ
れたに過ぎず、むしろ制度としては殆ど機能しなかったといってよい。この点は『日本近
代教育百年史』が「土地ノ情況ニ依リ九月一日ニ始リ翌年八月三十一日ニ終ル学年ヲ置ク
コトヲ得」という小学校令施行規則の文言は「実際には空文に等しくなっ」３たという位
置づけの通りである。ただし『日本近代教育百年史』における検討は明治期までに止まっ
ており、制度的には1940（昭和15）年まで存続した二重学年制の通時的な検討には至ってい
ない。
　二重学年制そのものを対象としてその導入過程と導入後の議論とを通時的に取り扱った
研究としては、渡部宗助『日本における二重学年制の導入・実施に関する研究』４が管見
の限り唯一のものである。渡部は二重学年制の導入経緯については、明治後期の学制改革
論において小学校入学年齢の画一化が批判されていたこと、また義務教育六年制化にあた
り、10歳前後から多くの児童が就労を開始したという当時の労働慣行から、「理論上は六
年生の約三分の一が、七カ月早く卒業し得るという二重学年制に経済的効果を期待した」
こと、同時に義務教育年限延長に伴う「ドロップアウト増加に少しでも歯止めをかけたい
とする思惑があった」ことが背景にあったと指摘している５。実施状況に関しては「全国
的には微々たるもの」であり、二重学年を実施した府県は「官公私立校含めて十三府県に
止まった」ことを指摘し、実施例については県教育史や、学校沿革史などの叙述から、そ
のありようを明らかにしている。加えて二重学年制導入以後の諸政策についても中等教育
政策段階まで検討対象として取り上げられている。
　渡部の論考は示唆に富むものの、二重学年制導入の背景として「（小学校）六年制義務化
には農業団体を始め強い反対論があ」ったこと、「（文部省側に）六年制義務化に伴う「小
学校の教科」未修了者つまりドロップアウト増加に少しでも歯止めをかけたいとする思惑
があった」こと、二重学年制導入時の「岡田（文部—柏木）次官が報徳教を信奉する農村社
会を基盤とするイデオローグであったことも作用した」などと言ったことがあったことを
推測しているが、これらの叙述を裏づける根拠は示されていない。故に「教育政策として
の義務教育六年制化は英断であると同時にその普及・定着に文部省が重責を負わされた訳
で、その意味では理論上は六年生の約三分の一が、七カ月早く卒業し得るという二重学年
制に経済効果を期待したのも無理からぬことであった」という位置づけについても、それ
ぞれの背景について、より踏み込んだ検証を続ける必要がある。
　本稿で検証するように、二重学年制は、義務教育年限延長後、延長した二年間を人々に
スムーズに受容させるための“緩衝剤”として制度化されたものであり、もとより文部省
においても決して大々的な展開や定着が期待されたものではなかったとみることができ
る。当時の文部省は、義務教育年限延長により児童の就学期間（＝学校への拘束期間）を長
期化する一方で、従前より課題視されてきた小学校への早期入学・早期卒業を志向する人々
の傾向をもそこに収斂させる必要があった。二重学年制は、1900（明治33）年第三次小学校
令以降の義務教育制度統一化の過程として捉える必要があるのである。
　本稿はそのような観点から、二重学年制を初等教育制度史の上に位置づけ直し、その作
業を通して初等教育制度、そして義務教育制度の可能態として、二重学年制の可能性と限
界点を検証することを試みるものである。
1 　二重学年制の制度化とその意図
　本節では、二重学年の設置を規定した小学校令施行規則改正の内容と、その反応につい
て検討する。1909（明治42）年 4 月23日、文部省令第12号をもって小学校令施行規則が改正
された。長い引用になるが、本文は以下の通りである。
第二十五条第一項ノ次ニ左ノ一項ヲ加フ
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前項ニ依ル学年ノ外土地ノ情況ニ依リ九月一日ニ始リ翌年八月三十一日ニ終ル学年ヲ
置クコトヲ得
第二十九条第一項中「十二」ヲ「十八」ニ改ム
第七十九条　削除
第八十条ニ左ノ但書ヲ加フ
但シ第二十五条第二項ニ依ル場合ニ於テハ其ノ年九月ニ於テ就学ノ始期ニ達スヘキ児
童ヲ調査シ毎年六月末日マテニ学齢簿ヲ編製スヘシ
第八十一条第一項ニ左ノ但書ヲ加フ
但シ第二十五条第二項ニ依ル場合ニ於テハ市町村長ハ学齢簿編製後八月三十一日マテ
ニ其ノ年九月ニ於テ就学ノ始期ニ達スヘキ児童ニシテ其ノ市町村ニ来住シタル者ヲ遅
滞ナク学齢簿ニ記入スヘシ
同条第三項ニ左ノ但書ヲ加フ
但シ第二号ニ該当スル者アルトキハ市町村長ハ之ヲ抹消スルト同時ニ学齢簿ノ謄本ヲ
児童ノ転住地ノ市町村長ニ送付スヘシ
第八十五条中「四月」ノ下ニ「又ハ九月」ヲ加フ
第百七条中第一項第四号及第五号ヲ左ノ如ク改メ左ノ一項ヲ加フ
四　中学校又ハ高等女学校ヲ卒業シタル者
五　公立私立学校認定ニ関スル規則ニ依リ認定セラレタル学校ヲ卒業シタル者
前項第四号及第五号ニ該当スル者ニ対シ小学校本科正教員ノ検定ヲ行フ場合ハ卒業後
二箇年以上小学校教育ニ従事シタル者又ハ高等女学校ヲ卒業シ修業年限一箇年以上ノ
補習科ニ於テ小学校教員ニ適スル教育ヲ受ケ卒業シタル者ニ限ル
　この全七条に亙る小学校令施行規則改正の内容を簡単にまとめれば、以下の四点のよう
になる。
⑴　小学校に、土地の情況によって 9 月 1 日に始まり翌年 8 月31日に終わる学年を置くこ
とができる。 9 月 1 日に始まる学年の置く場合、市町村長はそれに合った教育事務を行
う。
⑵　学級数の制限を従前の12学級から、18学級とする。（義務教育年限の延長により尋常
小学校の学級数を増加させる必要があることへの対応）
⑶　従来、小学校令施行規則第第二章「設備準則」（同規則第64条〜78条）について、「補
習科ノ設備ニ関シ之ヲ適用セス」としていたが、この適用外規定を削除する。
⑷　従来中学校、高等女学校、認定学校の卒業者は無試験検定により小学校本科正教員の
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免許状を得ることができたが、現場経験を積むか補習科で「学校教員ニ適スル教育ヲ受
ケ卒業」しなければ認めないこととする。
　本施行規則改正は1909（明治42）年 4 月23日『官報』掲載、同日付けの新聞でも報道され
た６。『官報』掲載の当日、文部省普通学務局から各地方庁へ特に第25条の改正、即ち二
重学年の趣旨を説明・確認する次の通牒、酉発普通172号が発せられた。
今般文部省令第十二号ヲ以テ小学校令施行規則中ニ改正ヲ加ヘラレ候処、右ノ内第
二十五条ノ改正ハ義務年限ノ延長ニ際シ学齢児童ノ就学ニ便ナラシメ、其卒業ノ期ヲ早
メシムルノ趣旨ニ外ナラス候ニ就テハ、之カ為ニ俄ニ校舎建築其他特別ノ設備ヲナシ、
市町村ノ経済ヲ困難ナラシムルカ如キハ固ヨリ其本旨ニ無之候条、市又ハ大ナル町村等
同一学年ノ児童ヲ二学級以上ニ編制スル小学校ノ外ハ漫ニ之ヲ実施セシメサル等、便宜
取捨其宜ヲ取候様、適当ノ監督方特ニ御注意相成度依命此段及通牒候也７
　文部省としては二重学年の導入の目的は「学齢児童ノ就学ニ便ナラシメ」るものであり、
具体的には児童の「卒業ノ期ヲ早メ」るために他ならないこと、ただしそのために市町村
経済を圧迫するのは「其本旨ニ無之」のであるから、同一学年の児童を二学級以上に編制
する大規模小学校以外は「漫ニ之ヲ実施セシメサル様」、地方庁へ注意を促していたので
あった。
　同25日付けの新聞には小学校令施行規則改正に関する説明を含んだ小松原文相の談話
「学制改正要点」が掲載された。この談話によれば小学校令施行規則改正の「理由」は、
従来のように小学校児童の入学日が 4 月 1 日に限られていると 1 〜 2 ヶ月の違いで翌年度
まで入学できない多数の児童が生じてしまう。このため「義務教育年限延長の今日に於て
は其卒業年齢等にも頗る影響を及ぼし、父兄の迷惑する所も少なからざるべしと思」われ
ることから、さらに 9 月に入学機会を設けることにした。まずは都市において普及させる
ものであるが、漸次全国に普及したならば、中学でも一年二回入学の制度を採用しても差
し支えない、というものであった８。教育関係雑誌も直近の号でこの小学校令施行規則改
正、さらにその改正理由や、改正に伴う先の地方庁宛への普通学務局通牒酉発普通172号
などを掲載・報道した。
　翌 5 月10日付け『帝国教育』第322号には、「公文」欄において小学校令施行規則改正の
条文が示された他、併せて「右改正の理由に付当局者の説明」が掲載された。この「説明」
には次のような理由が付されていた。
74
義務教育段階における二重学年制に関する研究
－戦前期日本における二重学年制の導入とその反応－
人文論集　第 48 巻
文部省第十二号による改正の条項は数箇条に過ぎずして、大体に於ては義務教育年限延
長の実施に伴ひ、改正の要を認められたるものなるも、其中には重要なる事項を包含す
るのみならず、新聞紙上に伝へられたる改正理由等には甚しき誤解も少なからされば、
特に其要点につきて左に説明すべし９。
　この小学校令施行規則改正は第25条をはじめ全 7 条に関わる改正だったのだが、この「説
明」では紙幅の大半を第25条、即ち二重学年制の導入に関わる説明に割いている。第25条
に関しては 9 月開始の学年を設置するメリットを次のように説明する。
1 　二重学年制、すなわち 9 月始まりの学年を設けることによって、 4 月 2 日から 9 月
1 日に出生した児童は、「従来の如く空しく一箇年を徒過するの不便」がなくなるこ
と（「学齢児童の就学を便ならしむること」）。
2 　従来は 4 月 2 日以後に出生した児童は、卒業の時期が 4 月 1 日までに生まれた児童
と比べて一ヶ月から一年遅れることになり、「此の如きは義務教育年限を延長を六箇
年に延長したる今日に於ては、寧ろ忍ぶべからざるの不便」である。二重学年制の導
入により「この不便を除き、其卒業の期に於て一箇月乃至七箇月の時期を早めしむる
こと」になる（「児童卒業の期を早めしむること」）。
3 　従来は一年の間に出生した児童を一学級に編制しなければならなかったため、心身
発達の状況に「著しき相違ある」児童を同一の学級に置くことになり、「学級編制上
の不便甚少な」くなかった。二重学年制の導入によって「児童心身発育の差も亦著し
く減ず」る。また従来は成績不良のために落第した児童は「一学年の損失を免れ」な
かったが、二重学年制の導入により「三月に於て落第したる児童も九月に於て進級す
るを得べきが故に」、まる一年間を損失するということがなくなる（「教育上種々の便
益あること」）。
　そしてこれに加えて中学校においても同様の制度を実施しないのならば無意味であると
いう指摘に対して、この制度の下で就学した児童が卒業するのは「尚六七年の歳月を要す
る」から、その間に中学校で同様の制度を実施すればよい。例え中学校に入学する生徒に
とって特段のメリットがなかったとしても、総じて「八十余万人の義務教育修了者に対し、
如上の利益を与ふるに於てをや」と説明した。ただし義務教育年限延長を実施したばかり
で市町村の支出多端な折であるから、その編制にはあたっては「市町村の経済に著しき影
響を及ぼさゞる」よう留意が求められたのであった。
　これら地方宛の通牒や小松原の談話から、小学校令施行規則改正、特に二重学年制導入
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の意図を浮き彫りにしよう。第一に文部省、小松原が言うところの義務教育年限延長にの
「影響」あるいはそれに伴って、「就学」および「卒業年齢」に関して「便ナラシメ」る必
要がある、という点である。「現行法に依れば小学校就学児童は其学年の始めにて満七歳
に達せざれば仮令僅少の不足なりとも尚一ヶ年就学を繰延ばし翌年の学年期に入学せしむ
るの規定なるを以て、義務教育延長の今日、尋常小学校卒業者の年齢も亦二ヶ年を加ふる
の結果、斯くては小学児童に徒らに年齢を加重せしむるの害あるを以て之等就学者を督励
せしむる為」10のものであった。
　この点について別な「某当局者の談」は、「かゝる学級を設くる学校に入学する児童は、
五ヶ月早く卒業為し得ることゝなるべく、貧困者の子女にして一日も早く衣食の途に立
たゝざるを得ざるものには極めて利益あることなるべし」11と説明していた。要するに文
部省にが意図した二重学年制導入のメリットとは、義務教育年限延長によって二年間先延
ばしになる児童の卒業時期を、 4 月 2 日以降 9 月 1 日までに生まれた児童に関しては翌年
まで小学校入学を待つことなく半年早めに入学し、半年早く卒業できるという点にあった
のである。これは就学期間の長期化という「加重」の負担感を軽減し、義務教育年限延長
の負担感をも軽減することを意図した方策に他ならなかった。
　ただしこのような利点を強調するものの、その実施はあくまで学齢児童数が多い都市部、
多級編制を取っている小学校、かつ市町村財政上負担が少ないと判断される地域に限って
いたことに留意しておかなければならない。だからといって二重学年制設置の基準につい
て特に明確なものが求められたわけではなく、設置に際して認可が求められたわけでもな
かった。地方長官に対しても「能く地方の実況を察し」「市町村の資力及学齢児童の多寡
等を査案」12することとしか指示をしておらず、設置を促す文言は見当たらない。
　こうした一連の文部省の指示のありようから、文部省としては二重学年制に複数の利点
を見出しつつも、前年に実施した義務教育年限延長の市町村財政への影響が大きい中、二
重学年制を急速に、また全国的に実施・普及させる意図はなかったとみることができるの
である。
2 　二重学年制への批判と文部省の反論
　二重学年制の導入とそれに関わる文部省説明に対して、早くから反対の態度を公にして
いたのが澤柳政太郎であった。澤柳は後に自らが設立する成城小学校においては、設立当
初から二重学年制を導入し、その後二重学年制を支持・擁護してゆくことになるが、小学
校令施行規則改正時にあっては、強く反対の立場を採っていた。小学校令施行規則改正の
翌月 5 月 5 日刊の『教育時論』には、澤柳が『報知新聞』に対して「二学期制は一面より
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見る時は児童の就学に便なるが如きも、一般的施設上より打算するときは、不便不経済」
であること、直ちに中等学校も「二学期制」を取り入れなければ「予想外の不便不幸を生
する」こと、しかし二学期制を採れば中等学校において「入学期の区々に分か」れること
になり、「学生の進路に向つて障害多」いと批判的意見を述べたことが報じられている13。
　澤柳が本格的に二重学年制批判を公にしたのは、同年 6 月10日刊の『帝国教育』に発表
した「九月学年新設の理由に関する文部当局者の説明を読む」14であった。澤柳はここで
文部省が先の小学校令施行規則改正後に発表した小学校令施行規則の「改正理由」に示さ
れた二重学年制導入の意図に沿って批判をする。まず二重学年制により児童の卒業時期を
早めるとした点を取り上げ、「四月二日以後九月一日までに出生したる児童が此の改正の
為めに幾分卒業の期を早めることになることが出来る」に過ぎないのであって、「九月二
日以後翌年四月一日までに出生したる児童に就いては此の改正は何等の関係はない」こと
を指摘する。そして二重学年制の恩恵を受けるとされた 9 月以降 3 月生まれの児童数を推
計し、「此の改正の便利に浴するものは即ち八十万（文部省が「義務教育を卒るべき児童」
として示した数——柏木）の十二分の五に当る三十三万人に過ぎないのである」とした上
で、「かの改正は根底に於て間違つてゐる」と断じる。加えて仮に二重学年制の実施を文
部省の指示通り同一学年の児童を二学級以上に編制する小学校、すなわち一学校12学級以
上の学校に限定したとすれば（「斯の如き小学校は全国に於て其数は極めて小ない」）、結局
二重学年制の恩恵を受けるものは33万人のうちの 3 万 3 千人に過ぎないということにな
る。このように文部省がいう「利益」を退けた上で、 4 月学年と 9 月学年とでは、前者が
9 月 2 日以降 4 月 1 日までの「満七ヶ月間」に出生した児童を、後者が 4 月 2 日以降 9 月
1 日までの「満五ヶ月間」に出生した児童を入学させるとすると、前者が後者よりも人数
が多くなり「不平均編制」となること、就学事務が毎年二回になり繁雑となること、新入
生を年に二回迎え入れる小学校の事務が繁雑になること、 9 月学年用の教科書を編纂しな
ければならないこと、結果的に学級数が増加すること、中学校等との聯絡ができていない
こと、以上 6 点を挙げて批判した。
　これに対して 7 月10日刊の『帝国教育』第324号で、文部省普通学務局長松村茂助は「九
月学年に関する澤柳氏の説を読みて」をもって反論を展開した。松村は「九月学年設置の
途を開くや、世間往々其の利害を誤解して、反対の意見を発表するものあり。澤柳氏も亦
其一人なり」と、先の「改正の理由」にかかわる当局者説明と同様「世間往々」に二重学
年制の「利害を誤解」する者、またその誤解に基づく「反対の意見」が多いことを認めた
上で、先の澤柳の二重学年制反対論に対して反論する。第一に二重学年制の恩恵を受ける
児童は文部省推計の80万人ではなく、33万人に過ぎないという指摘に対しては、年齢およ
び発育に差異がある児童を同一学級で教授することの不利益を考えれば、二重学年制の導
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入は単に 9 月に入学する者のみならず、 4 月に入学する者にも利益となる。すなわち二重
学年制の恩恵を受けるのは 9 月以降に生まれた33万人のみならず、学齢児童全体即ち80余
万人である。一学年二学級以上の小学校は極めて少なく、二重学年制の利益を実際に得る
ものは 3 万 3 千人に過ぎないという指摘に対しては、一学年二学級以上の小学校に実施す
べしとする限定方針はあくまで「過渡の場合」であるという。現在は義務教育年限延長実
施直後であるため「全国の市町村が、臨時費に経常費に、多額の支出をなしつゝある場合
なるを以て、強て九月学年を励行せんか、費用の一時激増せんことを慮り、徐々に之れを
普及せんと期したるが為」のことである。
　以上のように文部省が当初示した二重学年制の「利益」に関わる澤柳の批判に反論した
上で、次のような反論を述べる。第一に「不平均編制」となるという点については、多数
の小学校がある地域においては「学校により四月学年のものと九月学年のものとを区別」
すればよい。そうでない土地の場合は「九月学年には二ヶ月以内は学齢未満者の入学を許
せば」よいとする。加えて毎月出産児童数は不平均であって、「四月より八月に至る五ヶ
月間に生るゝものは、其の他の月に生るものゝ約半数に過ぎ」ない。故にもし澤柳の言う
通り五（ヶ月）：七（ヶ月）の比であれば「不平均の救済」となる。就学事務が繁雑になると
いう点については、多数の児童の入学と卒業に関わる事務を二回に分けることができるの
は「混雑をさけて精確を増」すことになるとする。教科書に関しては新しい体制が採られ
る以上、教科書を二種類編纂するのは当然のことであるし、これによって兄姉と弟妹との
間で教科書の「利用」ができなくなるが、「かゝることを必要とする社会、殊に僻陬の地
方にありては、隣保の関係頗る親密」であるから懸念する必要はない。学級数が増加する
ということに関しては、初年度は学級増となるが、翌年以降は四月学年の学級数が減るこ
とになるから「珍重なる氏（澤柳を指す——柏木）をして絶叫せしむべき問題にはあらざる
なり」という。
　澤柳の批判に対するこれらの松村の反論は必ずしも十分な説得力を確保し得るものでは
なかったが、注目しておくべきは松村が最後に「省令の本旨」を以下のように述べること
である。
　最後に九月学年新設に関する文部省の本意を一言せんに、曩に義務教育年限の延長あり、
之れが為に児童は従来満十歳（数へ年十一二歳）にて義務を終了するを得たるもの、今や満
十二歳即数へ年の十三四歳に達するまで、就学の義務に束縛せらるゝことゝなりたれば、
之れを励行するに著しき困難を生じ、義務教育未修了者の増加すべきことを慮りたるに外
ならず15。
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　即ち二重学年制の導入は、義務教育年限の延長により就学期間が長期化したことに伴っ
て、中途退学者が増えることが（文部省において）見込まれたが故の“対策”であったこと
が浮き彫りになる。そして松村は「いふまでもなく本令の採否は土地の事情に一任し」と
これまでの文部省の指示と同様のことを繰り返しつつも「決して急施濫設を迫るものにあ
らざれども」「其の利害は極めて明瞭にして」「教育の実務にあたれるものは慎重に調査し、
研究して、成るべく早く省令の実施に努められんこと」への期待を示すに至る。結果的に
澤柳に対する松村の反論は、それまでの文部省の説明の趣旨を越えて、二重学年制設置・
普及の要請した形となったのであった16。なおこの後、『帝国教育』第325号では再び澤柳
の再反論を掲載しているが17、述べるところが変わったわけではないのでここでは取り上
げることはしない。
　ところで松村の言う通り文部省が「就学者の便」を強調したこと、その主眼が児童の中
途退学を未然に防ぐ早期卒業にあったとすれば、義務教育年限延長実施の翌年というタイ
ミングで制度化された二重学年制は、「はじめに」でも触れておいたように義務教育年限
延長によって延長された二年の初等教育（義務教育）期間を、人々にスムーズに受容させる
ための“緩衝剤”であったと位置づけることができる。次節ではこのような“緩衝剤”を
必要とした、初等教育制度とその受け手の年齢問題との関わりのありようを、1890年代ま
で遡って検討する。
3 　二重学年導入の背景〜就学年齢の問題〜
　文部省は二重学年制の導入・実施にあたり、それが「学齢児童ノ就学ニ便ナラシメ」る
ということ、すなわち 4 月 2 日以降に生まれた子どもが、 4 月 1 日以前に生まれた子ども
とで、学年まる一年の差が生じることを解消することを利点として強調していた。この点
に関しては「はじめに」でも紹介したように、二重学年制導入の背景として「（小学校）六
年制義務化には農業団体を始め強い反対論」があったとする説もあるが、これに関わる傍
証は示されていない。ただ実態として工場労働に従事する職工の世界では「職工ノ不足ナ
ルヨリ七八歳ノ子女ヲ使役スルヲ常トス」18という状態だったから、学齢期の子どもを学
齢期間内、しかもその早期から就業・就職させることに関わる抵抗感は、いまだ社会的に
広く共有されていなかったという側面は考えられる。このことは即ち子どもの就業開始期
に関わる社会的認識がいまだ未成熟かつ安定したものではなかったということができる。
　他方、このような就労開始期に関わる認識とも関連しうるが、就学開始期に関わる社会
的認識も定まらなかった。よく知られているように、すでに文部省は1884（明治17）年19、
1896（同29）年20と二度に亘って、学齢未満児童の入学を禁止する措置を採ってきたが、学
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齢到達前後の子どもの入学に関わる就学時期の課題が顕在化するのは、小学校において児
童の入学期が一年に一度に限定される一年進級制、学年制が一般化して以降と考えられる。
　そのような中で、第二次小学校令下においては学齢未満の児童が小学校に入学すること
が許容される余地も残されていたのであった。1891（明治24）年12月、翌年 4 月から全面施
行される第二次小学校令の趣旨徹底のために開催された府県学務官招集では、学齢到達前
後の児童の入学に関して次のような質疑と応答があり、限定は設けつつも学齢未満の児童
を小学校に入学させることが可能であるという公式見解が示されたのであった。
問　学期ノ始メヲ四月一日トスレハ、前年五月ヨリ本年四月マテニ学齢ニ達セシモノヲ
入学セシムヘキハ勿論ナレトモ、五六月頃ニ学齢ニ達セシモノヽ内、身体ノ発育充
分ニシテ就学ニ堪ユル者ハ望ニヨリ尋常小学校ニ入学スル ヲ許スモ差支ナキヤ、
若シ差支ナシトセハ何月何日迄ニ学齢ニ達スル者ニ許スヘキヤ
答　身体発育ノ模様ニ依リ教育上差支ナシト認ムルモノハ入学ヲ許スモ妨ケナカラン、
然シ学年ノ始メヨリ一箇月トカ二箇月トカ便宜規定シ置クコト必要ナルヘシ21
　要するに「学齢未満」児童の小学校入学は認めない一方で、同年度中に（「学年ノ始メヨ
リ一箇月トカ二箇月トカ」の限定を付しつつ）六歳に達する者（＝年度内学齢到達児童）で
「身体発育ノ模様」が「教育上差支」なければ、学年始めの 4 月の段階で学齢に達してい
ない者でも小学校への入学を認めていたのである22。実際に1893（明治26）年に「身体強健
発育充分ナルモノ」に関しては「児童保護者及児童ノ冀望ニ依リテハ其学齢ニ達スル時即
チ学年ノ始二ケ月以内ニ就学セシメ差支無之候哉」という千葉県の伺に対して、文部省は
「伺ノ通」と回答している23。
　このように学齢未満の児童、年度内学齢到達児童を小学校に入学させるという“慣行”
が根強いまま、1900（明治33）年 8 月20日勅令第344号による小学校令改正により「児童満
六歳ニ達シタル翌月ヨリ満十四歳ニ至ル八箇年ヲ以テ学齢トス」「学齢児童ノ学齢ニ達シ
タル月以後ニ於ケル最初ノ学年ノ始ヲ以テ就学ノ始期トシ尋常小学校ノ教科ヲ修了シタル
トキヲ以テ就学ノ終期トス」（第32条）、「児童ノ年齢就学ノ始期ニ達セサル者ハ之ヲ小学
校ニ入学セシムルコトヲ得ス」（第37条）と規定し、そしてそれに伴う小学校令施行規則の
制定により、「小学校ノ学年ハ四月一日ニ始リ翌年三月三十一日ニ終ル」（小学校令施行規
則第25条）とされたのであった。後者は児童の入学期を毎年 4 月 1 日に限定するというこ
とを、日本の教育法制史上初めて明確にした規定であった。学齢と入学時期との関係を明
らかにしたこれらの規定により改めて学齢未満児童の小学校への入学が禁止されたのであ
った。当時日本の学齢規定を検討していた三島通良はこの規定に関わる事情を次のように
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述べている。
それから先づ現行の六年の翌月から就学させると云ふことは、それでなければ実に悪い
弊が此れまであるのを防ぐことが出来ぬ。此席には直接さう云ふことの監督の任に当る
方もありませうと思ひますから、今後は特に注意を願ひたい即ち毎年三月三十一日以前
に生まれた者でなければ、其年は就学させぬのです、四月一日以後生まれた者は翌年ま
で待たせるのです。田舎の学校に行くと六年未満の就学者の例が幾つもある、子供を捕
へて聞くと早く分かる、お前幾つだと云へば、五つなどと言ひますさう云ふのは学籍簿
には六年以上になつて居ます、　々チヨツト行ツて帳面を調べただけでは分からぬので
ござります。それがどう云ふ者の子かと云へば、村会議員でござるとか県会議員でござ
るとか云ふ者の子供です、中々斯う云ふ人達が幅が利から、学齢未満の児を無理に就学
させるのです。此度は小学校の教員の待遇法が変つて、一切知事がやることにしました
から、教員も此等の人達の前で、さうブルヽヽしなくても宜しいのであります。親の心
としては、誰しも匍へば立て立てば歩めと云ふのは当然でありますから、早く学校へ入
れたいのは、尤もでありますけれども、成るたけ熟した所でやる方がよい、教育家や衛
生学者の中には、既に七年にせよと云ふ議論があるほどですから六歳未満で就学させる
と云ふのは無論厳禁せねはならぬ24
　三島は文部省普通学務局学校衛生事項取調嘱託、文部省学校衛生主事などを歴任しつつ、
学齢および就学年齢について調査・報告を積み重ねていた。三島は『就学年齢問題』にお
いて「本邦児童ニ対スル就学年齢ハ、現行ノ規定ノ如ク之ヲ満六年以後ニ於テスルハ、少
シノ不都合アラザルヲ以テ、毫モ之ヲ改正スルノ必要ヲ認メズ」としつつ、「児童ノ住宅
ト学校トノ距離、通学ニ三十分以上ヲ要スルモノハ、満七年以後ニ於テ就学セシムベキコ
ト」、「小学校ノ第一学年ニ於ケル学習ノ難易ト云ヘルコト……（中略）……幼年ナル児童ノ
学習ニ、殊ノ外難易ノ別アルベシトノ問題ハ、必ズ研究ヲ要スル事ナリ」、「児童ノ就学セ
ル第一年ニ於テハ、既ニ外国ニ於テモ学者ノ発見セル如ク、児童ノ健康ヲ傷害スルノ事実
ナキヲ保セズ」25という留保を付している。即ち三島は六歳からの就学開始を支持してい
たが、その意図するところは六歳就学開始の支持というよりも、児童の健康及び一斉教授
成立の可能性から六歳未満児童の就学を禁じたとみることができる。
　また第三次小学校令制定過程において、当時の農商務大臣曽祢荒助は「小学校ノ修業ハ
全国ヲ通シテ一定ナランコトヲ望ム」とした上で「児童満六歳ニ達シタル翌日ヨリ満十四
歳ニ至ル八箇年ヲ以テ学齢トス」という第三十二条について、「「六歳」ヲ「七歳」ニ、「八
箇年」ヲ「七箇年」ニ改ム」という意見を付していた26。即ち農商務省は、1900年の段階
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では学齢の始期を一年遅らせ、児童の小学校入学、そして卒業の時期を一般的に一年遅ら
せることを考えていたといえる。曽祢の意見の意図は明らかにしえないが、このように義
務教育就学の始期、小学校の学習開始に関わる認識については「学齢」の制定（1875〔明治 8 〕
年）以来20年以上を経ても、いまだ流動的であったのである。
　1907（明治40）年 3 月、文部省は小学校令の一部改正により1900年（明治33）年の第三次小
学校令以来の懸案であった義務教育年限延長に踏み切り、尋常小学校の修業年限を 4 年か
ら 6 年に延長した27。義務教育期間を 2 年間延長するという政策実現の過程で、主に議論
となったのは教育財政上の問題と、 2 年間の延長を保護者が受け入れることができるかと
いう問題であった。それらは先行研究が明らかにするようにクリアされたと見てよいが、
文部省においてはさらに就学の始期をどのように設定するのが望ましいか、より就学者（実
質的な就学者）を確保することができるかという課題意識があったとみることができる。
　文部省から提出された小学校令一部改正案には、1906（明治39）年10月 2 日付けの文相牧
野伸顕による同令の改正理由書が付されているが、そこでは義務教育年限の延長、私立代
用小学校の廃止に加えて、「其他児童ノ入学期等ニ関シ、従来不便又ハ不利ヲ感シタル事
項ハ此機ヲ以テ併テ適当ノ加除修正ヲ加ヘントス」28という改正理由が示されていた。そ
して文部省罫紙に墨書された「勅令案」には、学齢未満の者の小学校入学を禁じた小学校
令第37条について次のような改正が施されていたのである。
第三十七条ニ左ノ但書ヲ加フ
但シ学年ノ始ヨリ三箇月以内ニ満六歳ニ達スヘキ者ニシテ就学上心身ノ発育十分ナル
トキハ此ノ限ニ在ラス
　先の理由書にいう、「児童ノ入学期等ニ関シ……加除修正ヲ加ヘ」たといえる部分は他
に見出すことはできないから、いうところの「不便又ハ不利」の「加除修正」に当たるの
は上記第37上の但書追加とみる他はない。児童の入学時期に関しては「従来」から「不便
又ハ不利」が指摘されているか、あるいは文部省が自覚していたかしており、それをこの
義務教育年限延長にあたり「修正」したのが上記第37条の但書追加であった。
　1906（明治39）年12月に開催された高等教育会議の諮問案第一「小学校ニ関スル事項」は、
「一　尋常小学校ノ修業年限ヲ六箇年ニ延長シ、高等小学校ノ修業年限ハ二箇年トシ、尚
一箇年延長スルヲ得シムルコト。但特別ノ事情ニ依リ期間ヲ定メ、従前ノ規程ニ依ルヲ得
シムルコト」と併せて、「四　学年ノ始ヨリ三箇月以内ニ満六歳ニ達スヘキ者ニシテ就学
上心身ノ発育十分ナルトキハ、当該学年ノ始ヨリ就学ヲ許スコト」とする内容が含まれて
いた29。この諮問案の末尾には「（備考）」として「第一項乃至第四項ハ明治四十一年四月
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ヨリ実施ノ見込」とあるから、来たる小学校令の改正を展望した諮問案であったとみてよ
い。小学校令改正案と高等教育会議諮問案を併せてみれば、小学校令案において「此ノ限
ニ在ラス」としていたのは、「当該学年ノ始ヨリ就学ヲ許スコト」を意図していたことが
明らかになる。
　ところが結果的にこの第37条の但書追加は、1907年の小学校令改正において実現するこ
とはなかった30。その経緯は不明だが、いずれにせよ文部省は義務教育年限延長にあたり、
年度内学齢到達児童に入学の途を開いていたのであった。それは義務教育年限延長以前か
らこの国の教育の受け手側が持っていた早期入学（早期学習開始）という慣行と、学習終期
の延長を意味する教育年限延長という政策との妥協点であったとみることができる。
　1909年の小学校令施行規則第25条改正、即ち二重学年制の導入を「義務教育年限延長の
実施に伴ひ、改正の要を認め」るとし、かつそれが「学齢児童ノ就学ニ便ナラシメ」る、
という文部省のいう趣旨は、この文脈によって理解される必要がある。このような就学開
始に関わる“実情”があったからこそ、二重学年制は実現の必要があったといえる。ただ
しそれはあくまで必要とされる範囲でのことであり、「前項ニ依ル学年ノ外」であり、「置
クコトヲ得」という規定からも明らかなように 4 月 1 日に始まる学年と同等の位置づけを
持つものではなく、あくまで義務教育就学への傍系のチャンネルに過ぎなかったのである。
4 　二重学年制の実施状況
　前節で検討したように、二重学年制は義務教育年限延長に伴う中途退学者発生への懸念、
初等教育段階における早期入学希望の傾向、これら義務教育年限延長実施によって展望さ
れた二つの課題への対応であり、 4 年から 6 年へと延長した義務教育期間をスムーズに浸
透させるための緩衝剤であった。ただしその普及状況および程度は極めて限定的であった。
小学校令施行規則の改正後、二重学年の規定が消滅する国民学校令（1941〔昭和16〕年）に
至るまでの、二重学年の設置状況を『文部省年報』に拠ってみれば表１のようになる31。
　なおこれによりさしあたって文部省が把握していた二重学年制実施校の数は分かるも
のの、これらの数値は二重学年制実施校の数を、必ずしも確実に把握したものではない。
1909（明治42）年度では先に『小学校』で「実施」と回答していた福井県が挙げられていな
いし、渡部は『文部省年報』に挙げられている以外にも、1918（大正 7 ）年 9 月から広島高
等師範学校付属小学校で、1920（大正 9 ）年 9 月から女子学習院で実施されていたことを指
摘している32。また同じく渡部が1910（明治43）年度から1940（昭和15）年度まで五年区切り
で、二重学年制の「実施校数」を官公私立別に集計した数値とずれがある年度も見いだせ
るである（ただし渡部も実施校数算出の根拠を示していない）33。とはいえ、仮にそれらを
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算入したとしても、事態は変わらない。
　教育学術研究会編輯『小学校』は 9 月 5 日発行の第 7 巻第11号で「新聞社の照会」に基
づいて、22の県における二重学年の導入・検討状況を掲載した。その結果「実施」してい
る旨回答したのは福岡県、福井県、熊本県の三県であり、残りの県は同年中の開始校なし、
あるいは開始の見込みなしという回答であった34。福岡県は「本年九月開始の学校数一級
【表 1　二重学年実施学校数】
尋常小学校 尋常高等小学校 高等小学校
府県名・数 計 府県名・数 計
1909（明治42）年度 京都 2 2 新潟 3 、福岡 1 、熊本 1 5 0
1910（明治43）年度 京都 2 2 新潟 3 、奈良（師）1 、熊本 1 5 0
1913（明治44）年度 京都 2 2 新潟 3 、熊本 1 4
1912（明治45/大正元）年 京都 2 2 新潟 2 、香川 1 3 0
1913（大正 2 ）年度 京都 2 2 新潟 3 、香川 1 4 0
1914（大正 3 ）年度 京都 2 2 新潟 3 、香川 1 4 0
1915（大正 4 ）年度 京都 2 2 新潟 3 、香川 1 4 0
1916（大正 5 ）年度 0 0 新潟 3 3 0
1917（大正 6 ）年度 東京（私）1 1 新潟 2 、長野 1 3 0
1918（大正 7 ）年度 東京（私）1 1 新潟 2 、長野 1 3 0
1919（大正 8 ）年度 東京（私）1 1 新潟 2 、長野 1 3 0
1920（大正 9 ）年度 東京（私）1 1 新潟 1 、長野 1 2 0
1921（大正10）年度 東京（私）1 1 新潟 1 、長野 1 2 0
1922（大正11）年度 東京（私）1 1 長野 1 1 0
1923（大正12）年度 東京（私）1 、富山 6 7 富山 2 、長野 1 3 0
1924（大正13）年度 東京（私）1 、富山 7 8 富山 2 、長野 1 、鹿児島 1 、岡山（師）1 5 0
1925（大正14）年度 東京（私）1 、富山 7 8 富山 2 、長野 1 、鹿児島（師）1 4 0
1926（大正15/昭和元）年度 東京 1（私）、富山 7 8 富山 3 、長野 1 、福井（師）1 、鹿児島（師）1 6 0
1927（昭和 2 ）年度 東京 1（私）、富山 7 8 富山 4 、鹿児島（師）1 5 0
1928（昭和 3 ）年度 東京 1（私）、富山 7 8 富山 4 、鹿児島（師）1 5 0
1929（昭和 4 ）年度 東京 1（私）、富山 7 8 富山 4 、鹿児島（師）1 5 0
1930（昭和 5 ）年度 東京 1（私）、富山 6 7 富山 5 、福井 1 、鹿児島 1 7 0
1931（昭和 6 ）年度 東京 1（私）、富山 6 7 富山 5 、福井（師）1 、鹿児島（師）1 7 0
1932（昭和 7 ）年度 東京 1（私）、富山 7 8 富山 4 、福井 1 5 0
1933（昭和 8 ）年度 東京 1（私）、富山 7 8 富山 4 4 0
1934（昭和 9 ）年度 0 富山 3 3 0
1935（昭和10）年度 0 富山 5 5 0
1936（昭和11）年度 0 0 0
1937（昭和12）年度 0 0 0
1938（昭和13）年度 0 0 0
1939（昭和14）年度 0 0 0
1940（昭和15）年度 0 0 0
※各年度『文部省年報』により作成。（私）は私立、（師）は師範学校附属小学校。特に断りのないも
のは市町村立小学校。
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一学級生徒数は男三十五名女二十六名」、福井県は「開始の学校数一校、学級数一席、児
童数三十五名」、熊本県は「開始のもの一校一学級有之候」というものであり、実施地域、
校数、児童数すべてにわたって極めて低調であった。二重学年制を導入しない県の理由を
みてみると、単に「開始の学校（見込）無之」とする他に、「本件実施上に就ては設備其他
経済上に一時多少の影響を生じ且つ教授訓育其他の点に於ても繁雑を来し為に本件実施に
よりて生ずる利益も他方面に於て滅殺せらるゝ恐有之候様被存候に付当分実施の見込無之
候」（佐賀県）、「実施の学校無之候其理由は主として経済上の都合に有之教員不足等も之
れが副因と被認候」（滋賀県）、「開始の学校一校も無之候其理由は町村経費に多大の影響
を受くるのみか卒業者は中学校入学期と連絡も無ければ早速の実施は其必要を認めず候」
（石川県）、「開始の学校一校も無之候其理由は開始の必要を認めざる義に付御了承被下度
候」（三重県）、「開始の学校無之候追て右は学校設備上の都合と御承知被下度候」（神奈川
県）などといった内容が挙げられている。
　全体として経済上の理由を挙げるところが最も多く、次いで施設の都合、教授上の問題
といったことが挙げられる。義務教育年限延長による市町村教育費負担の増加が見込まれ
る中、一つの学年に 4 月始まりの学級と 9 月始まりの学級を設置しようとすれば、教員、
教室ともさらに増加させざるを得なくなるのであるから当然の反応であった。加えて二重
学年制がもとより「市又ハ大ナル町村等同一学年ノ児童ヲ二学級以上ニ編制スル小学校ノ
外ハ漫ニ之ヲ実施セシメサル」ものだとすれば、1909（明治42）年当時で12学級以上を有す
る小学校は全国21,870の市町村立私立小学校のうち、2,327校、すなわち全体の10%程度に
過ぎなかったのである35。要するに小学校の設置主体である市町村にとってみれば、二重
学年制は必要性もメリットも見いだせない制度となってしまっていたのである。
　このような二重学年制への反応に対して文部省は「甚だもの足らぬ心地すれ共斯は一は
年度半ばの為め其実施すべき予算なきに其因したる者にして決して本令の精神に反対した
る者と思はれず」とし、「明年以後に於ては新に予算を要求して其実施計画を為す者多き
に達すべきは本年の状況に依り予測し得らるなり」とコメントしていた36。しかしこのよ
うな「弁解」を示したものの、この後文部省が二重学年制の普及拡大を促した形跡もない。
例えば二重学年制の実施にあたっては、地方長官に「監督其当を失はざらんこと」37を求
めていたにも関わらず、同年 5 月 6 日から開催された地方長官会議では二重学年制につい
て地方長官らに対して特に指示・注意するところはなかったし38、同年 5 月 8 日から10日
まで開催された第 7 回全国聯合教育会においても二重学年制に触れられた形跡はない。こ
の時文部省が示した諮問案は「小学校及中等学校に於て一層教育勅語の御趣旨を貫徹し生
徒をして躬行実践の精神を養成せしむるの方針如何」「小学校の教授を実用的ならしむる
方案」「小学校に於ける同学年の児童を以て二個以上の学級を編制する場合には如何なる
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方法に依りて児童を分つべきか」「小学校に於ける児童の座席を定むるに教育上最適切な
る方法如何」の 4 点であった39。こうしたことからも、文部省は二重学年制については、
もとより広範な実施を見込んでいなかったことが推測されるのである。
　いずれにせよ留意しなければならないのは、実態として文部省自身がさほどその実施を
推進しておらず、制度化当初から極めて不評かつ反対も多かった二重学年制であるが40、
各地においてその設置の途が閉ざされていたというわけではなかったということである。
例えば福岡県の場合、「秋期学年ノ開始ヲナシタルモノ一校アリシモ僅ニ一ヶ年度ニシテ
之ヲ中止」したが41、1912（明治45）年 3 月28日福岡県令第 8 号をもって改正した「小学校
令施行細則」では、その第一条で 4 月 1 日から始まる学年を原則として全体を三学期（第
一学期： 4 月 1 日〜 8 月31日、第二学期： 9 月 1 日〜12月21日、第三学期：翌年 1 月 1 日
〜 3 月31日）に分けつつ、「小学校令施行規則第二十五条第二項ニ依ル学年を置ク場合ハ、
前項第二学期ヲ第一学期、第三学期ヲ第二学期、第一学期ヲ第三学期トス」と二重学年を
設置する場合の規定を含めていた42。
　また長野県では、小学校令実施のための細則に二重学年設置に関わる規定が設けられた
事実は見いだせないが、1914（大正 3 ）年 3 月、二重学年制の実施につき以下のような通牒
が発せられている。
学甲収第二一七号
曩ニ上高井郡長ヨリ本県宛小学校令施行規則第二十五条二重学年制度施方ニ関シ照会有
之候処本日之ヲ設置スルモ差支無之旨回答置候間御了知相成度依命此段及通牒候也
大正三年三月三日　　長野県内務部長印
　各郡市長殿43
　目下のところ、この二重学年制のニーズに関する詳細は分からない。実施の問い合わせ
があったこと、そしてそれに対して県から「差支無之」という回答があったことはこの通
牒から知ることができるが、『文部省年報』に現れる限り、長野県で設置された二重学年
制の小学校は一校のみであり、その開設期間は10年間に止まっている。その二重学年制実
施校は、渡部宗助の研究によれば同県下伊那郡飯田小学校の浜井場分校であったと推測さ
れる44。
　1918（大正 7 ）年に浜井田分校に入学した古島敏雄の回想録『子供たちの大正時代　田舎
町の生活誌』には、「秋季入学生——自由教育の時代——」と題した一章がある45。古島
によれば飯田小学校浜井場分校は「普通学級」が三学級、「秋季生」の学級は一学級であ
り、「一組だけ特異な級であることを事々に知る」ことになる。二重学年制を導入した場合、
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4 月学年と 9 月学年とでは前者の方が圧倒的に児童の人数が多くなると言うことは、すで
に澤柳政太郎が、前者が 9 月 2 日以降 4 月 1 日までの七ヶ月間に生まれたもの、後者が 4
月 2 日から 9 月 1 日までの五ヶ月間に生まれたものが入学するということから指摘してい
たところであった。すなわち四月学年は 7 ヶ月の間に出生した児童を、九月学年は 5 ヶ月
の間に出生した児童を入学させることになるということから行った予想であった。その様
子を古島は次のように回想している。
……私たち秋季入学生一組に対して、四月入学生は三組であった。しかも一級人員には
少なくとも五〇人と四〇人位の差があった。秋季入学生は一五対四の少数であった。こ
れは実際秋に入る筈の月に生まれた人たちのなかで、親の計いで翌年四月に入学した人
の多かったことを示すのであろう46。
　このような四月入学生と秋季（九月）入学生との人数的な不均衡、さらには「秋に入る筈
の月に生まれた人たち」に対する「親の計い」が、上級学校入学の際の不利から生じたも
のなのか47、それとも「学校の画一化」48の進行とみるべきなのか、この資料のみからで
は判断できない。ただ二重学年制は、結果として 4 月学年開始に“正当性”を与えること
になったのであり、また同時に学齢到達後の就学を当然とする慣行の形成を裏打ちするこ
とになったとみることはできよう。
小　括
　二重学年制の導入は、義務教育就学の始期が制度的に厳格化されてゆく中で、就学義務
の履行形態に一つの選択肢を設けたとみることができる。制度化の意図としては、あくま
で人々の就学傾向に応じての選択肢の一つとして用意されたものであった。その傾向とは
即ち決して多数ではなく、また統計上に現れることもない、「匍へば立て立てば歩めと云
ふ」、場合によっては「幅が利」（三島通良）く人々であった。ただ、澤柳の批判に答えた
松村が、二重学年の政策としての有効性を強調しすぎ、かつは結果的に二重学年制の設置
を要請してしまったために、政策としての失敗面のみが強調される結果となってしまった
ことは否めない。
　このように全国的に採用がほとんどみられなかった二重学年制であるが、教育形態とし
ての二重学年制そのものが否定されたわけでは決してなかった。本稿でも触れたように、
小学校令施行規則改正による二重学年制の導入には真っ向から反対した澤柳政太郎は、自
らが設立した成城小学校で二重学年制を採用していたし、小学校第一学年段階における児
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童の成長・発達程度の相違に関する問題は、初等教育界においては継続的な課題であった
こともあって、大正期における児童中心主義的、自由教育的な傾向の中で二重学年制の有
効性は教育界に命脈を持ち続けることになる。またおもに人材確保を主目的とした小学校
と中等教育学校との接続問題や、半年進級論と結びついた二重学年制の可能性が国民学校
令制定に至るまでしばしば言及されることになるのである49。こうした二重学年制の検証
については、稿を改めなければならない。
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１「二重学年制」、「二重学年」というタームは確立したタームではない。この制度の呼称に関して
は「九月学年」「雁行級」（『明治以降教育制度発達史』第５巻、58-59頁、松浦鎮次郎執筆）、「二
重学年」「雁行級」（国立教育研究所編『日本近代教育百年史』第４巻、学校教育（２）、1974年、
1000頁、佐藤秀夫執筆部分）、「併行学年」（佐藤秀夫『学校ことはじめ事典』1987年、35頁）、「秋
季学年制」「二重学年制」（富山県教育史編さん委員会編『富山県教育史』下巻、1972年、15-17頁）
といった呼称が用いられ、また制度導入当時の教育関係雑誌などでも「九月学年（制）」「秋学期」
「二重学年」と、統一した呼称はみられない。渡部宗助による『日本における二重学年制の導入・
実施に関する歴史的研究』（本論注４参照）では一貫して「二重学年制」というタームが用いら
れているが、同書に収録されている諸資料を見ると、「二重学年（制）」という用例が比較的多い
ものの、「二重学年（制）」はもとより「九月学年」「秋季学年」「二季制」「二期制」と多様である。
ここでは当面『日本近代教育百年史』、『富山県教育史』、また制度導入・実施過程で共通に用い
られている「二重学年」、「二重学年制」という呼称を採っておくこととする。
２佐藤秀夫「学年はなぜ四月から始まるのか」『教育の文化史』２、学校の文化、阿吽社、2005年、
112-113頁。
３国立教育研究所編『日本近代教育百年史』第４巻、学校教育（２）、1974年、1001頁。なお『明
治以降教育制度発達史』第５巻においても「実際九月学年を設けたものは小学校にも中学校にも
殆どなく、右の規定（二重学年の設置を規定した小学校令施行規則改正——柏木）は全く空文に
帰せるの観がある」と位置づけられている。前掲『明治以降教育制度発達史』第５巻、59頁。
４渡部宗助『日本における二重学年制の導入・実施に関する歴史的研究』（平成９年度文部省科学
研究費補助金・基盤研究（Ｃ）（一般）報告書）、1999年。同報告書は渡部の論考に加えて、二重
学年制に関わる法令、雑誌記事、書籍資料、審議会会議録など96頁に亘る「資料」が集録されて
いる。入手・閲覧が困難な資料も多く含まれており、有益である。
５渡部、前掲報告書、11-12頁。
６「小学校規則改正」『東京朝日新聞』1909（明治42）年４月23日付、第３面。なおこの記事は「△
九月に入学するもの」とサブタイトルがあり、改正内容の紹介は「土地の状況により九月一日に
始まり翌年八月卅一日に終る学年を置くことを得」ること、設置学級の上限を12から18にすると
いう二点であった。
７「小学校令施行規則第二十五条学年改正ニ関スル趣旨並実施監督方注意」（明治四十二年四月
二十三日酉発普通一七二号各地方庁ヘ普通学務局通牒）、文部大臣官房文書課『自明治三十年至
大正十二年　文部省例規類纂』1924年、678頁。
８「学制改正要点（小松原文相談）」『東京朝日新聞』1909（明治42）年４月25日付、第２面。なお
この記事は後半に「学制改革完成期」についての談話がある。
９「（公文）小学校令施行規則中改正」『帝国教育』第322号、1909（明治42）年５月10日、102頁。
10「九月に入学の児童」『東京朝日新聞』1909（明治42）年４月23日付、第２面。
11「（時事彙報）小学校規則改正」『教育時論』第866号、1909（明治42）年５月５日、36頁。
12「（公文）小学校令施行規則中改正」、前掲『帝国教育』第322号、103-104頁。
13「（時事彙報）澤柳氏と二学期制」『教育時論』第866号、1909（明治42）年５月５日、37頁。なお『教
育時論』はこの後「小学校令改正の疑問（学説政務、第867号、５月15日刊）、「九月入学問題」（時
事寓感、同前）、「九月初めの学年」（時事寓感、第871号、６月25日刊）で二重学年制に対する批
判的記事を掲載している。
14澤柳政太郎「（論説）九月学年新設の理由に関する文部当局者の説明を読む」『帝国教育』再興第
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４号（第323号）、1909（明治42）年６月10日、10-13頁。以下澤柳の引用に関してはこの論説から
引用する。なおこの論説は成城学園澤柳政太郎全集刊行会『澤柳政太郎全集』第３巻（国家と教育、
国土社、1978年）にも収録されている。
15松村茂助「九月学年に関する澤柳氏の説を読みて」『帝国教育』第324号、1909（明治42）年７月10日、
７頁。なおここまで引用した松村の文言は、同『帝国教育』３-７頁の松村の文章に拠る。
16ただし松村は小学校令施行規則改正理由に「洩れたる分」として追加説明を行っているが、その
報道の限りでは「今回の改正は強制的性質のものにあらざれば、其新設如何は其等地方の任意た
るべく」と、当初の方針通りの説明を行っている。「松村局長と秋学期」『教育時論』第867号、
1909（明治42）年５月15日、34頁。
17澤柳政太郎「九月学年に関する松村普通学務局長の弁解を駁撃す」『帝国教育』第325号、1909（明
治42）年８月10日、10-17頁。
18農商務省商工局編『工場及職工ニ関スル通弊一班』有隣堂、1897年、５頁。同書によれば「学齢
ノモノハ半日学校ニ行キ半日工場ニ勤ムルヲ得、恰モ婦女子ノ内職同様」という場合もあったが、
幼年職工は長時間の労働に従事するため「心神疲労スルヲ以テ学事ニ従フ余力ナシ」という有様
でもあった（前掲書、同頁）。
191884（明治17）年２月15日文部省達第３号「学齢未満ノ幼児ハ幼稚園ノ方法ニ因リ保育」。
201896（明治29）年８月17日文部省訓令第６号「学齢未満ノ児童ヲ小学校ニ就学セシメサルノ件」。
21「府県学務官質疑」34頁、「自明治二十一年至二十八年　学務部　学校」埼玉県立文書館蔵、明
1907。
22なお文部省は翌1892（明治25）年２月19日、普通乙第50号をもって小学校の学年を「四月一日ヨ
リ翌年三月三十一日マテ」とすることを「各府県ヲ通シテ一定致」すよう府県に求めた。前掲佐
藤秀夫『学校の文化史』２、109-110頁。
23「学齢児童就学期限ノ件」文部省普通学務局編『文部省普通学務局例規類纂』第二編、1896年、
31-32頁。
24三島通良「（時論）改正小学校令に於ける学校衛生（承前）」『教育公報』第242号、1900（明治
33）年12月15日、14-15頁。
25三島通良『就学年齢問題』文部省、1902年、87-88頁。
26「小学校令ヲ改正ス」「公文類聚」第24編、巻23、学事門（2A-11-類894）。
27「小学校令中改正」1907（明治40）年３月21日勅令第52号。
28「公文類聚」第31編、明治40年巻12、軍事門、学事門（2A-11-類1040-1）
29高等教育会議『高等教育会議決議録（自第八回至第十一回）』、101-102頁、九州大学図書館蔵。「高
等教育会議（彙報）」『教育公報』第315号、24頁。
30「公文類聚」所収資料では、1906（明治39）年10月２日に閣議提出された文部省原案には第37条
に但書追加の条があるものの、この部分は取消線と付箋とによって削除された形になっている。
またこの取消線および付箋がいつ加えられたのか不明である。翌1907（明治40）年３月の枢密院
での審議段階では第37条の但書が付されていた跡は見られないので、1907（明治40）年１月から
２月までの間に削除されたものとみられるが、その理由や背景は今のところ明らかにならない。
31富山県教育委員会編『富山県教育史』には「当時は全国の市町村立小学校の中には実施校はなく、
広島高師付属小学校だけがこの制度を実施していた」とあるが、根拠は不明である。
 前掲、『富山県教育史』下巻、15頁。
32渡部、前掲報告書、10-11頁、17頁。
　 　
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33渡部、前掲報告書、16頁。
34「二重学年と府県」（雑報）『小学校』第７巻第11号、同文館、1909（明治42）年９月５日、72頁。
35『日本帝国文部省第三十七年報（自明治四十二年至明治四十三年）』上巻、96頁「学級別市町村立
私立小学校」より算出。
36「二重学年問題に対しての当局の弁解」（雑報）『小学校』第７巻第11号、1909（明治42）年９月５日、
同文館、72頁
37前掲「（公文）小学校令施行規則中改正」『帝国教育』第322号、104頁。
38この時の会議における小松原文相の訓示において二重学年制には何ら触れられていないし、会議
で示された「注意事項」においても、義務教育年限延長に伴う事柄としては「小学校教員ノ養成
ハ一日モ緩ウスヘカラス」ということだけであった。「明治四十二年五月十二日地方長官会議ニ
於ケル小松原文部大臣ノ訓示要領」（「明治四十一年十月地方長官会議ニ於ケル大臣訓示要領」に
所収）岐阜県立歴史資料館蔵。なお同簿冊のタイトルは「明治四十一年」となっているが、翌年
の地方長官会議資料も収められている。またこの注意事項に関して福島県・和歌山県知事から質
問があったほか、「猶二三諮詢事項に就て協議」を行ったのみで「無事散解」した。「（時事彙報）
地方長官会議」『教育時論』第868号、1909（明治42）年５月25日、17頁。
39「（附録）第七回全国聯合教育会」『教育時論』第868号、1909（明治42）年５月25日、26-47頁。
40この年10月に開催された第７回関東聯合教育会で、茨城県教育会から「我関東の小学校に於て二
重学年を実施するの必要ありや否や」という問題が提出されたが、「其必要なし」と「殆ど満場
一致を以て其不必要を決議」した。「嗚呼二重学年」『日本之小学教師』第11巻、第131号、1909（明
治42）年11月13日、１頁。
41「明治四十三年　福岡県統計書　第二編（学事）」福岡県教育百年史編さん委員会編『福岡県教育
百年史』第２巻史料編（明治Ⅱ）、福岡県教育委員会、1978年、66頁。
42「小学校令施行細則改正のこと」、前掲『福岡県教育百年史』第２巻、588-589頁。なお小学校令施
行規則第25条に対応するための規定は、1910（明治43）年12月27日制定の福岡県令第34号による
小学校令施行細則中改正によって加えられている。同前、560頁。
43「二重学年制度につき県通牒」長野県教育史刊行会編『長野県教育史』第13巻、史料編７、長野
県教育史刊行会、1978年、144頁。
44渡部前掲報告書、10頁。
45古島敏雄『子供たちの大正時代　田舎町の生活誌』平凡社、1982年。古島は1912（明治45）年４
月14日、長野県飯田市生まれ。1918（大正７）年飯田小学校浜井場分校の秋季学年に入学した（同
書、253頁）。この文献については渡部前掲報告書によって知った。
46古島前掲書、251頁。
47にもかかわらず、古島は「六年就学途中で中学に入っ」ている（古島前掲書、253頁）。九月学年が、
二重学年制を導入していない上級学校進学にあたり不利となることは制度導入当初から指摘され
ていたことではあるし、実際に中学校の入学資格は「当該学校予科ヲ修了シタル者、尋常小学校
ヲ卒業シタル者又ハ文部大臣ノ定ムル所ニ依リ之ト同等以上ノ学力アリト認メラレタル者タルヘ
シ」（中学校令第10条）となっていた。古島のように「就学途中で」中学校に入るという実態が
どのように生じたのか、目下のところ明らかにはできない。
48前掲佐藤秀夫「併行学年」『学校ことはじめ事典』、35頁。
49渡部、前掲報告書、12-13頁。
　 　
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